































































始まった景気回復同I討にあったが， 1994年の実質 GDP成長率が 0.6%に過
ぎなかったことが示すように，そのテンポは過去の景気回復局面と比べてご
く緩やかなものにとどまっていた。景気回復が力強さを欠く状況の下で，



















1.9 2.6 1.6 
(2000年連鎖価格，前年比%)
鉱工業生産指数増加率
3白3 2.2 3.7 
(2000年平均=100，前年比%)
圏内企業物価(旧卸売物価)指数上昇率




-0.1 0.1 1.9 
(2005年平均一100，前年比%)
マネーサプライ檎加率
3.1 3.7 3.2 
(M2+CD平均残高，前年比%)
日経225種平均株価
19，868 19，361 15，258 
(年末{直，円)
円対米ドルレート:円ノドル
102.91 115.98 129.92 
(インタ パンク直物，年末値)
経常収支
10，386 7，153 1，733 
(円ベス， 10億円)
日本銀行公定歩合






て 1 ドル=100 円割れとなった後しばらくは 97~100 [11の聞での小動きとなっ
ていたが，前年 12月に発生したメキシコ通貨危機が他の新興市場国にも伝
染した中で， ドイツ・マルク高につられる形で大規模な円買い投機が起こり，
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松下総裁の下での日本銀行は， こうした情勢変化に対応して， まず 1995
年3月31日に短期金融市場金利の「低目誘導」を実施すると公表した後， 4 










( 37) 37 
政経論差是 第84巻第1・2号
い下落圧力がかかる状況が続いた。ちなみに， 1995年の卸売物価指数は前
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[資料出所] 東洋経済「統計年鑑」
























る受け皿を作るのが視いであった。東京共同銀行は， 1995年 1月 13日に日
本銀行からの出資200億円を核として(住友銀行など主要行と全国信用組合
連合会からの出資を加えて)創設され， 3月 20日には預金保険機構からの





























































































































は，上述した自民党主導による与党方針を背景に穣らず， 1995年 12月 14
日深夜に開かれた西村銀行局長との会議において，あくまでも損失負担では
なく「贈与」としてのら，300億円以上は出せないとの最後通告を行った(ヘ










































































































































たといわれている (3九ともあれ，早くも 1月 11日には，橋本首相から三



























































































[ lJ~[lO]において r J内は報告書原文(首相官邸ホームページ)からの
引用である。
52 (52 ) 
日本銀行の金融政策(1994-1998年〉























[ 5] i名実ともに政策委員会をワンボードJとして， 日本銀行の最高意
思決定機関であることを明確化すべきである(すなわち，役員集会は廃止す
る)。政策委員会は， i金融政策に関する事項(中略)に加え，業務執行の基

























ら「日本銀行法」改正に向けての審議を開始した。 l'iJ~I の総会では， 11 月
中に日銀法改正小委員会(委員長は舘会長が兼任)を設置し (51)法案要綱














[ 1 ]のとおり物価の安定が採用されたと理解される。なお， [1]で言及され
た資産価格の変動への留意は明示されなかった。





















































































































































み需要の反動で 1997 年 4 月以降減少し，夏場にかけて~gは持ち直しした























































62 (62 ) 
日本銀行の金融政策(l994~1998 年)











































































































































(13) その後実際には，預金保険機構は 1996年3月に東京共河銀行に対して 1，250
億円の金銭贈与，また， 日本銀行は 1996年4月に東京共同銀行に対して 5年
間2，200億円の貸付を年当り 0.5%という条件で実施した。
(14) 1みどり銀行」は，その後経営困難に陥り， 1997年4月に預金保険機構から










































(25) 同時に一般保険料が 0.012%から 0.048%に引き上げられたため，保険料金体
では 0.084%となった。



































(38) 各審議会の答申・報告内容については，前掲 ~B 本の金融制度改革J 359-
364ページを参照。






(41) たとえば，高尾義一『金融デフレJI (東洋経済新報社， 1998年)の第2章
「改jJ二外為法のインパクト.133-55ページを参照。



































経済新聞社， 1997年)第 1章 (2-77ページ)，および，三京野康『利を見て義
を思うj(中央公論新社， 1999年)第7講 (99-118ページ)を参照。
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